第7章  インドネシア

インドネシア経済は2002年も緩やかなプラス成長を続け、同年第1～3四半期の経済成長率は前年同期比で3.4％を記録した（Indonesia, Central Bureau of Statistics, 2003）。第1～3四半期の四半期毎の成長率（前年同期比）は、それぞれ2.4％、3.8％、3.9％と上昇傾向にある。しかし、アジア通貨危機以降、力強い経済の回復基調は見られず、成長率も危機前と比べかなり低い水準にある（表7.1）。2002年10月には、多くの外国人旅行客を含む185人の犠牲者を出したバリ爆弾事件があった。この影響により、第4四半期の経済成長は若干鈍化したと考えられる。ただし、表7.1では、第4四半期においても前年同期比で3.8％の経済成長が達成されることを想定し、2002年通年の経済成長率は3.5％と仮定されている。これは、表1.2の予測値平均3.4％やバリ事件後になされた予測の平均値3.3％（EIU, IDE, NRI, WB）よりも高い。しかし、Indonesia, Central Bureau of Statistics (2003)の速報値によると、2002年通年の経済成長率は3.7％に達したとみられている。2003年の経済見通しについては、テロ前になされた予測値が4.4～5.5％であるのに対して、テロ後のEIU, IDE, NRI, WBの予測値は平均3.4％となっている。以上の点からすると、爆弾事件の影響などのため回復基調は緩やかなままであるが、インドネシア経済は少しずつアジア経済危機から回復しているといえよう。ただし、同国は、依然として経済・政治面における多くの根本的な問題に直面していることも事実である。その多くは、危機後の銀行部門に対する公的資金注入に関連した問題である。例えば、資金注入の際に接収した資産の売却問題、資金注入のために発行した国債に対する巨額の金利・元本返済が財政負担となっている問題などが挙げられる。2003～04年には、その国債の多くが元本返済の満期を迎える。さらに、同期間には、大統領選挙も実施される予定である。今後2年間は、インドネシア経済とその政策立案者にとって試練の年となろう。

おそらく、その最大の試練は、多額の財政赤字の状況下でいかに政治的安定性を維持していくかであろう。メガワティ政権には、政治が安定しているイメージがある。この点は、政治が不安定化した前ワヒド政権後半期とは対照的であり、また2002年第2～3四半期における経済成長率の緩やかな上昇に貢献した一因であると考えられる。さらに、アチェの反政府組織と政府との間で、敵対行為の停止と段階的な非武装化に関する合意がなされたことも、政治を安定化させる重要なステップになった。皮肉なことに、バリ爆弾事件以降、急進的な反政府組織の取り締まりが強化されたことで、政府はかえって政治的な安定を促進することができたのかもしれない。政治状況が安定したことで投資家の信用が高まったこともあり、ルピアの対米ドル・レートは、2001年末の10,400から2002年末には8,940まで増価し、株価も2002年に8％程度上昇した（表7.2）。2001～02年は11％を上回る物価上昇（GDPデフレータおよび消費者物価指数）があり、ルピアは減価してもおかしくない状況であった。2000年以降、インフレを抑制するために緊縮的な金融政策が取られており、国内信用と共に、通貨供給量の対GDP比は大幅に低下している。ただ、インフレ率は比較的高い水準にある。インフレ圧力を高めた要因として、燃料・電力補助金が削減されたことを挙げることができる。この政策については、市民による抵抗が強いため、しばしば延期されることもあった。

国際的援助機関との関係が改善されたことは、投資家の信用を高めた一つの要因であろう。2000年2月にIMFとの間で、拡大信用供与措置（Extended Fund Facility）に関する合意がなされ、総額48億米ドルがインドネシアに供与されることになっていた。しかし、2000年末、当時のワヒド政権下における経済改革の遅れを理由に、IMFが援助金の供与を停止したことで、インドネシアに対する投資家の信用は損なわれていた。幸いにして、同国とIMFは、メガワティ大統領就任後の2001年8月末に新たな覚書に調印し、その後は援助金の供与が続けられている。さらに、債権銀行団の非公式グループであるロンドン・クラブは、インドネシアに対して原則として13億米ドルの債務返済繰り延べに合意し、債権国政府による非公式グループであるパリ・クラブも2002年4月～03年12月に満期を迎える債務の返済繰り延べに合意した。これらの団体から引き続き支援を受けることは、今後予想される財政赤字を補う上で非常に重要なこととなろう。ただ、現在のIMFによる拡大信用供与措置は2003年12月で終わり、その後はIMFとの間で新たな合意がなされない可能性もある。そのため、投資家の間では、IMFの関与がなければ経済改革のペースが一層鈍化するのではないかと懸念されている。

IMFとの合意事項の中に、財政赤字と政府債務負担の管理が挙げられており、これは重要な事項の一つである。財政収支は1990年代半ばまでわずかな黒字を計上してきたが、1998年以降赤字に転じている。1999～2001年時は税外収入などが増加したため制御可能な範囲に赤字を抑えることができたが、税外収入は2002年に若干減少するとみられている。一方、税収については、過去10年間の対GDP比は一定の水準のままであり、税収の増加を図ることは依然としてインドネシアの政策目標の一つとなっている。2001、02年の財政赤字はそれぞれ-3.7％、-2.3％（対GDP比）になるとみられており、これらの赤字はインドネシア銀行再建庁（IBRA）が多くの銀行から接収した資産の売却益などにより補われる。IBRAは、1999～2000年にGDPの0.8～0.9％に相当する額の資産を売却し、2001、02年についてもそれぞれ同2.1％、1.2％の資産売却が予定されていた（World Bank 2002b）。後に、IBRAは、2002年の間に、目標を13％上回る額の売却益を獲得することができたと報告している（Indonesia Bank Restructuring Agency, 2002）。また、国営企業の民営化に関しても、2002～03年に対GDP比で0.2～0.3％の収益が予算に計上されており、これら二つの収入が、財政赤字を補う国内の資金源となっている。テレコム（PT Telekomunikasi）の3.1％の株式売却とともに、インドサット（PT Indonesian Satellite Corporation）の8.1％（5月）、41.9％（12月）の株式売却により、目標額を18％上回る収入が民営化計画によって得られたと報じられている（Indonesia, Bank Indonesia, 2002a）。また、財政赤字を補う海外からの資金源である援助金は、2001、02年においてそれぞれ0.7％、1.1％（対GDP比）の額が見積もられている。

歳出面では、三つの項目に着目する必要がある。第一に、利子支払いの支出についてである。この支出は、1994～97年において、歳出の11～15％を占めていたが、その後増加し、2000年に同23％、2001～02年においては26～27％になっている（World Bank 2002b）。この利払いは、主に、商業銀行の再建や、中央銀行による流動性支援を決済するために発行された約660兆ルピアの国債に対するものである。第二は、補助金支出であり、これは1997～98年に歳出の18～20％を占めていたが、1999～2000年には同29％にまで上昇している。だたし、2001年には同23％に低下した。2002年の予算案では、歳出の12％がこの支出に計上されているが、補助金削減計画の遅れにより、実際にはより多くの支出がなされた可能性がある。第三は、地方政府への分配金である。2001年1月の地方分権化法施行以来、歳出に占めるこの支出のシェアは大きく、2001年に23％、2002年は28％となっている。政策上、多くの支出をこの分配金に割り当てる必要があるため、IMFは利子支払いや補助金の削減によって財政負担を軽減するよう指導してきた。しかしながら、この措置に関しては、実行の際に、様々な政治的障害に面している。

補助金撤廃に関する根本的な問題は、多くの国民が石油やいくつかの商品に対する補助金削減に反対しているということである。大規模なデモなどにより、補助金の削減は計画どおりに実行されないこともあった。補助金削減反対派は、被害を被るのは主に貧困層であると論じている。しかし、多くの経済学者は、値上がりする商品は貧困層ではなく主に中・上流階級によって消費されていると考えている。補助金の撤廃計画は予定よりも遅れているが、すでに予算の中で反映されているように、政府は引き続き補助金を削減すると断言している。

IBRAの管理する資産の売却や国営企業の民営化も、政府の利子支払い負担を軽減させる重要な措置である。これらの措置についても、資産の売却によって巨額の損失を被るであろう権力者などから強い抵抗にあっている。また、民営化反対派の中には、国営企業やIBRAの管理する資産の外国人や国内の特定のグループに対する売却に反対する者や労働者も含まれている。国営セメント会社セメン・グレシック・グループの売却時の問題や（ICSEAD 2002, pp. 92-93参照）、その発表以来抵抗が強まっているインドサットの売却に関する問題などが例として挙げられる。インドサットの売却については、国家の戦略的資産をあまりにも安い価格で売却したとして、政府を批判する者もいる。外国人に資産を売却して民営化を進めたラクサ・マナスカルディ国営企業担当相のことを、アミン・ライス国民協議会議長が「外国の代理人」と呼んだことで、政治的な問題にも発展している。これらの問題は、民営化、特に外国人に資産を売却する民営化計画に対するインドネシアの両価性を反映している。また、IBRAの資産や国営企業は政治家や官僚にコネを持つ国内の利権グループに対して売却されているのではないか、との見方が一般的である点も問題の一つである。つまり、民営化のプロセスは概して不透明・不公正であるとみられているのである。こうした印象が、特に外国人投資家のインドネシアに対する信用を低下される原因となっている。

さらに、最低賃金の引き上げや労働争議の頻発による労働市場の混乱も、インドネシアの投資環境に悪影響を及ぼしている。経済危機以降に進められた民営化の過程の中で、労働組合の力が強まり、最低賃金の引き上げや多くの労働争議に政府が介入することを求めて影響力のある活動を行ってきた。しばしばストライキや民衆によるデモに発展し、時には暴力的な行動を起こすこともあった。こうした労働者側の行動は、実際の労働に見合った賃金が支払われていなかったり、労働者の管理慣習が酷かったりした場合に起きたケースもあったが、多くの場合は、労働者側の不合理な要求によるものであった。結果として、企業の許容額以上に賃金コストが高まり、その存続が危ぶまれるケースもあった。労働者側と企業側はそれぞれの不満が満たされるように理解し合う必要があり、労働者側が要求を控えめなものにしなければ、投資環境はより一層悪化する恐れがある。2003年3月までにブカシ工場での操業を停止する計画を発表したソニー・エレクトロニクス・インドネシア（Sony Electronics Indonesia）の例は、こうした問題を反映したものだと考えられる。

投資環境の悪化やインドネシア経済の循環的な景気の落ち込みにより、総固定資本形成は危機前と比べかなり低い水準にある（対実質GDP比で見ると、1988～97年の26～32％に対して1999年から2002年第1～3四半期までは20～23％）。さらに、ルピアの増価や株価上昇があったにもかかわらず2002年第1～3四半期における総固定資本形成の対GDP比は2001年よりも低い水準にある。このことは、経済全体において投資家の信用が実際は弱まっていることを示している。対照的に、民間消費支出の対実質GDP比は、危機以降劇的に上昇し2002年第1～3四半期には73％に達した。民間消費支出は総需要の大部分を占め、この支出の増加により近年の経済成長は支えられてきた。ただし、民間消費支出の比率が高いということは、個人に貯蓄するだけの余裕がないことも意味している。2002年における一人あたり実質GDPの水準が1995年のそれを下回っていることからわかるように、貯蓄する余裕のないことが消費支出の比率を高めた要因であるとも考えられる。経済危機によるその他の影響として、財貨・サービスの輸出・輸入の対GDP比が1998年に大きく低下したことを挙げることができる。その後、輸出の同比率は危機前の水準に戻ったが、輸入に関してはさらに低下したため、結果として1999年以降、巨額の貿易黒字を計上することになった。

経済危機によって生じた生産面での変化は、1998～99年にGDPに占める農業のシェアが上昇した点に見られる。このシェアはその後やや低下したが、2002年第1～3四半期においても1996～97年を上回る水準にあり、危機前までの低下傾向とは対照的である（表7.1）。同産業は、実質GDPに占めるシェアが2002年第1～3四半期に0.2％ポイント以上上昇した唯一の産業であり、この期間の経済成長に貢献した。一方で、製造業については、1991年まで20％以下であった実質GDPに占めるシェアが5年間で25％にまで上昇していたのだが、1999～2002年においては26～27％と足踏み状態にある。サービス部門では、運輸・通信業のシェアが1999年から2002年第1～3四半期まで上昇を続けている。ただし、シェア自体は商業や行政サービス・その他の方が大きい。

国際収支統計における対内投資のデータも、危機以降、インドネシアに対する海外投資家の信用が欠如していることを示している（表7.2）。例えば、対内直接投資は、1995～97年に年間43～62億米ドルの流入超過であったのに対し、1999～2001年は-27～-46億米ドルの流出超過となった。このことは、近年、多国籍企業が巨額の資金を引き揚げたことを示している。最新のデータを見ると（Indonesia, Bank Indonesia, various years）、2001年には表7.2で使われているIMFのデータよりも多い-59億米ドルの流出超過があり、また上半期の6ヵ月間に多くの流出超過（-3.7億米ドル）があったことがわかる。対内証券投資についても、1994～96年に年間39～50億米ドルの流入超過であったが、1997年には-26億米ドル、1998～2000年には年間-18～-19億米ドルの流出超過となった。その後、純流出額は、2001年に-2億米ドルまで減少している。その他対内投資（主に銀行借入）は、1998年に-74億米ドル、2001年は-40億米ドルの流出超過となった。ただし、危機後の他の年については、流出額はそれほど大きくない。これらの投資収支赤字が深刻な問題に発展しなかった主な要因は、危機以降の輸入の不振により、対GDP比4～5％もの経常収支黒字がもたらされたことにある。表7.2では、2002年の経常収支黒字を4.5％（対GDP比）と想定している。これは、2002年第1～3四半期に記録した4.7％よりも低いが（Indonesia, Bank Indonesia, various years, and 2002b）、表1.2の予測値平均よりは高い。

商品別貿易のデータを見ると、輸出は2002年1～9月期に前年同期比で2.6％減少した（表7.3）。輸出構造の顕著な変化は、機械製品輸出に現れており、1980年代末に1％未満であったシェア（対輸出総額）は、1996～99年には9～11％に上昇し、2000～02年は16～17％となっている。事務用・電算機器、通信機器等やその他電気機器などは機械製品輸出の中で高いシェアを占めている。これらの産業における生産活動の大半は多国籍企業（MNC）によるものであり（Takii and Ramstetter 2000, p. 13）、東南アジアの機械産業を支配する多国籍企業のネットワークに同国も統合されたことを示す指標として、多国籍企業による輸出の急増は重要な意味を持つ。その他製品部門は、依然として最も高い輸出シェアを占めているが、近年は低下傾向にあり2002年は34％程度となった。この部門では、衣類、繊維、木製品が高い輸出シェアを占め、紙製品、家具、履物がこれに続いている。これらのうち、家具、紙製品のシェアは上昇傾向にあり、他の製品は低下傾向にある。鉱物性燃料、その他の原材料（例えば、鉱物）、農産物も、依然としてインドネシアの重要な輸出品である。

輸入は2002年第1～3四半期も減少を続け（前年同期比で11.9％減）、この傾向が第4四半期に及ぶのであれば、通年の輸入総額はわずか360億米ドル程度になろう。これは、危機前の1996～97年に記録した額より27％も低く、危機後の1998～99年の水準と同程度である（表7.3）。ここで利用されている輸入総額のデータは、Indonesia, Central Bureau of Statistics (various years a)の公式統計よりも大きいということを述べておく必要があろう。これは、表7.3のデータはバタムなどの輸出加工区への輸入を含んでいるのに対して、公式統計はそれを含んでいないためである。近年、商品別に分類できない輸出加工区への輸入額が全体の4分の1、または5分の1を占めているため、表7.3のデータから輸入構造の変化を見ることは非常に困難である。例えば、主に一般機械や自動車等で構成される機械製品の輸入シェアは、1990～94年に42～45％と最大のシェア（対輸入総額）を占めていたのに対し、その後1999年時点でわずか17％にまで著しく低下した（2000年以降はやや上昇）。1998～99年におけるシェアの低下は危機が原因であったことに疑いはない。しかし、この期間の機械製品の輸入が主に輸出加工区でなされていたとすれば、データが示す機械製品の輸入シェアの低下幅は過大評価されている可能性もある。

表7.4の相手国別輸入についても同様の問題がある。例えば、日本からの輸入シェアは1994年の24％から1999年には12％にまで下がり、2000年から02年1～9月期には14～16％となっている。もし、機械製品輸入が主に輸出加工区を通じて行われているのであれば、日本からの輸入は一般機械や自動車等の機械製品に集中していることから（表7.5）、表7.4の日本からの輸入シェアは過小評価されていると考えることもできよう。実際に、日本の統計を用いてより詳しく見ると、1997年の日本からの輸入額は日本の輸出統計と比較し1997、99～2001年においてかなり小さくなっている（順に19％、40％、29％、27％の差がある）。近年におけるその他の主な輸入先は、欧州工業国、シンガポール、米国、次いで、中国、韓国などである。相手国別輸出では、近年においては日本が最も大きなシェアを占めており、順に欧州工業国、米国、シンガポール、韓国が続く。日本は公的資金援助の面においても二国間援助では最大の援助国であり、特に危機以降の1998～99年には、巨額の支援を行っている。また、多国間援助に関してもこの年に巨額の援助がなされている。国際収支統計のその他投資の傾向を反映して（表7.2）、銀行借入残高は1997年末の640億米ドルから2002年半ばの350億米ドルへ劇的に減少した。近年は欧州からの借入シェアが急激に上昇し最も高いシェアを占めている。日本のシェアも高いが、そのシェアは1991年以降、低下傾向にある。

先にも述べたように、日本のインドネシアに対する輸出の大半は機械製品が占めている。次いで、その他製品の輸出も多い（表7.5）。これとは対照的に、インドネシアからの輸入品は主に鉱物性燃料であり、またその他製品の輸入も近年大幅に伸びている。その他製品輸入の構成を詳しく見ると、木製品、次いで額はより小さくなるが、繊維、非鉄金属、紙製品、家具、衣類が多い。このように、両国間の貿易パターンは、資本・技術集約的産業における日本の比較優位とインドネシアの比較劣位、および労働・資源集約的産業におけるインドネシアの比較優位と日本の比較劣位を反映している。日本の貿易収支はインドネシアに対し赤字となっており、サービス収支に関しては均衡している。また所得収支では、主に銀行貸付の利子受取により、日本は黒字を計上している。また、証券投資は他と比べて少額ではあるが、日本からの対内直接投資やその他投資（主に貸付・借入）はインドネシアにとって重要な資金調達源となっている。
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